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沖縄公庫事業の総括沖縄公庫事業の総括

◆政策金融改革への適切な対応
– 民間金融機関との役割分担の徹底

日本政策金融公庫の発足等に伴い、本土公庫等の見合いの機能を本土と同様に縮小

◆セーフティネット機能の発揮
– 政府の経済対策への対応

成長力強化への早期実施策(4/4）、原油等価格高騰対策（6/26）、安心実現のための緊急総合対策(8/29）、
生活対策（10/30）、住宅・不動産市場活性化のための緊急対策（12/15）、生活防衛のための緊急対策（12/19） など

– 中小企業等への円滑な資金供給

◆自立型経済の構築に向けた産業振興支援
– 産業振興分野への資金供給

◆社会基盤・産業基盤の整備
– 那覇空港新貨物ターミナル、新石垣空港ターミナル

 
など

◆創業・新事業の支援
– ＩＴベンチャー企業等への出資、創業者支援

◆政策金融手法の充実
– 保証・担保に過度に依存しない融資、公民連携の取組推進

 
など

沖縄振興の「車の両輪」としての機能を発揮沖縄振興の「車の両輪」としての機能を発揮 １



沖縄振興策における沖縄公庫の位置づけ沖縄振興策における沖縄公庫の位置づけ

○ベンチャー等の創業支援
○企業再生に係る出・融資、コンサルティング

 機能の強化

 ○多様な資金調達の手段の提供（担保・保証

 に過度に依存しない融資等）

 ○沖縄科学技術大学院大学の周辺施設整備

 への支援

 ○駐留軍用地跡地開発における資金供給

○ベンチャー等の創業支援
○企業再生に係る出・融資、コンサルティング

 機能の強化
○多様な資金調達の手段の提供（担保・保証

 に過度に依存しない融資等）
○沖縄科学技術大学院大学の周辺施設整備

 への支援
○駐留軍用地跡地開発における資金供給

＜金融機能の充実＞
産業振興
○資金供給等金融の円滑化を推進
○地域指定制度等に対応する資金制度を整備

新規産業、新規事業の創出
○ベンチャー企業等への出資・助言等

＜金融機能の充実＞
産業振興
○資金供給等金融の円滑化を推進
○地域指定制度等に対応する資金制度を整備

新規産業、新規事業の創出
○ベンチャー企業等への出資・助言等

沖縄振興計画沖縄振興計画 後 期 展 望後 期 展 望

産業振興分野への資金供給
○観光振興（第18条）
○環境保全型自然体験活動の推進（第25条）
○情報通信産業の振興（第33条）
○産業高度化地域（第38条）
○自由貿易地域・特別自由貿易地域（第50条）
○農林水産業の振興（第62条）
○電気の安定的かつ適正な供給の確保（第63条）
○中小企業の振興（第72条）

特例業務
○新事業創出の促進（第73条）

産業振興分野への資金供給
○観光振興（第18条）
○環境保全型自然体験活動の推進（第25条）
○情報通信産業の振興（第33条）
○産業高度化地域（第38条）
○自由貿易地域・特別自由貿易地域（第50条）
○農林水産業の振興（第62条）
○電気の安定的かつ適正な供給の確保（第63条）
○中小企業の振興（第72条）

特例業務
○新事業創出の促進（第73条）

沖縄振興特別措置法沖縄振興特別措置法
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沖縄振興を取り巻く状況の変化
以下のような日本、沖縄を取り巻く情勢の変化を見据え、今後の沖縄振興をどのように図って

いくかを検討する必要。

○「低炭素・循環型社会」への移行

→

 

経済活動を進める上で、「環境との共生」の視点が重要に。

○アジア地域の著しい発展

→

 

アジアと日本の結節点に位置する沖縄にとって大きなチャンス。

○基地の返還・跡地の有効活用

→

 

今後、嘉手納飛行場より南の相当規模の基地の返還が予定される中で、広大な跡地を

いかに沖縄の発展に結びつけていくか。

○人口の推移・少子高齢化の進展

→

 

２０２５年頃まで人口増が続くが、その後人口は減少、少子高齢化が進展。

○未曾有の経済危機を契機とした経済社会の動向

→

 

当面する経済危機への対応と将来動向を見据えた沖縄の振興のあり方。

○地方分権・道州制に向けた活発な議論

→

 

沖縄振興を進める上で、国、県、市町村の役割分担をどう考えるか。

等

平成21年5月25日開催

 

「第16回沖縄振興審議会」資料より平成21年5月25日開催

 

「第16回沖縄振興審議会」資料より参 考
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「沖縄２１世紀ビジョン」について
沖縄県企画部

１

 

２１世紀ビジョンとは

沖縄の将来像（２０３０年）を描き、その実現に向けた取り組みの方
向性と、県民や行政の役割などを明らかにする基本構想

２ 課題

（１）時代の転換期にあって沖縄の特性・可能性をどう発揮するか
（２）「アジアの時代」にふさわしい地域戦略をどう構築するか
（３）駐留軍用地跡地を県土構造再編の契機としてどう整備するか
（４）地方分権の推進や道州制の導入にどう対応するか

３ 視点

（１）持続可能な発展
（２）我が国及びアジア太平洋地域発展への寄与
（３）沖縄特有の課題への対応

４

 

今後の予定

○

 

県民の意見や提言を広く集約するとともに、沖縄県振興審議会等にお
ける議論を踏まえ、今年秋頃を目処に策定する予定

○

 

ビジョンの実現に向けては、沖縄振興に関する国の協力を得ながら総
力を挙げて取り組む

「沖縄２１世紀ビジョン」について
沖縄県企画部

１

 

２１世紀ビジョンとは

沖縄の将来像（２０３０年）を描き、その実現に向けた取り組みの方
向性と、県民や行政の役割などを明らかにする基本構想

２ 課題

（１）時代の転換期にあって沖縄の特性・可能性をどう発揮するか
（２）「アジアの時代」にふさわしい地域戦略をどう構築するか
（３）駐留軍用地跡地を県土構造再編の契機としてどう整備するか
（４）地方分権の推進や道州制の導入にどう対応するか

３ 視点

（１）持続可能な発展
（２）我が国及びアジア太平洋地域発展への寄与
（３）沖縄特有の課題への対応

４

 

今後の予定

○

 

県民の意見や提言を広く集約するとともに、沖縄県振興審議会等にお
ける議論を踏まえ、今年秋頃を目処に策定する予定

○

 

ビジョンの実現に向けては、沖縄振興に関する国の協力を得ながら総
力を挙げて取り組む

平成21年5月25日開催

 

「第16回沖縄振興審議会」資料より平成21年5月25日開催

 

「第16回沖縄振興審議会」資料より参 考
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沖縄公庫の当面の課題沖縄公庫の当面の課題

•• 沖縄の特性・可能性の発揮沖縄の特性・可能性の発揮
–

 
観光振興、沖縄ＩＴ津梁パーク、伝統産業・地域ブランド、農商工連携、
低炭素・循環型社会の形成

•• 「アジアの時代」に向けた地域戦略「アジアの時代」に向けた地域戦略
–

 
国際貨物基地構想、アジアの観光需要への対応

•• 大規模な駐留軍用地の返還への対応大規模な駐留軍用地の返還への対応
–

 
跡地利用の促進、基地返還に伴う経済環境変化への対応

•• 大学院大学を核とした知的クラスターの形成大学院大学を核とした知的クラスターの形成
–

 
周辺整備（住宅・門前町地区）、研究所・ベンチャー企業等の集積

•• セーフティネット機能の充実セーフティネット機能の充実
–

 
経済危機対策、企業再生

民間補完に徹しつつ、良質な資金を供給民間補完に徹しつつ、良質な資金を供給
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